
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

独立行政法人交通安全環境研究所 

平成１７年度業務実績評価調書 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成１８年８月 

国土交通省独立行政法人評価委員会 
 



 

- 1 - 

平成１７年度業務実績評価調書：交通安全環境研究所 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

 
項 目 評定結果 評定理由 意見 

中期計画 平成１７年度計画    

１．業務運営の効率化に関す

る目標を達成するために

とるべき措置 

（１）組織運営 

 

 

 

 

 

 

 

（研究組織） 

 社会ニーズ等に対応した

研究を確実に実施できるよ

う組織を編成する。また、新

規分野等に積極的に対応す

るため、必要に応じ横断的編

成チームを編成する。 

 また、試験、調査、研究及

び開発に関する研究所の基

本的な方針の企画検討を行

うと共に、業務実施に係る各

研究組織間の総合調整を行

うための体制を整備する。 

 なお、組織運営の一層の効

率化の観点から、今後の運営

状況を踏まえ、組織の見直し

について継続的に検討する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（研究組織） 

・ 研究組織の幹部からなる

研究企画会議において試

験、調査、研究及び開発に

関する研究所の基本的な方

針の企画検討を行うととも

に、業務実施に係る各研究

組織間の総合調整を行う。

・ 研究スタッフ制のもとに

横断的研究チーム等を活用

し、より行政ニーズ、社会

ニーズ、新規分野等に機動

的かつ柔軟に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

「所の使命の明確化」 

主として陸上交通の安全の確保と環境の改善に資する「行政

対応の基準作成」支援を所の基本ミッションとしつつ、 

・ 定員４３名の研究職員と４２名の審査職員で膨大な業務量

に対応しなければ成らない特殊性から、以下のような方法に

より業務運営の効率化を図った。 

・ その結果、自動車、鉄道等の交通機関の安全確保、環境保

全に係る国の目標実現に貢献すべき試験・調査・研究（交付

金研究32課題、受託試験・研究87課題）を実施し、一方、

年間5,700型式を超える膨大な新型自動車、装置の審査業務

を処理した。 

 

・ 研究業務を効率的に進めるため、研究業務の企画・管理及

び総合調整を行う研究企画会議を開催し、理事長（所議）決

定の支援業務を効率的に行っている。 

・ チーム編成が柔軟にできる研究スタッフ制により、若手研

究者からの発意を重視した課題（近接排気騒音試験法に関す

る研究 等）を増加させるとともに、個々人の専門分野、経

験、技術を生かした効果的な研究チームを編成、また、研究

領域と審査部門で 22 名の人事異動、併任発令を実施する等

により、様々な行政ニーズ、社会ニーズに即応できる研究体

制ができている。 

・ 横断的研究グループの編成を促進し、平成１７年度は１１

件（平成１６年度は１０件）の横断的研究グループを編成し、

縦割り体制では対応が難しい新規分野の研究にも柔軟、迅速

に取り組んでいる。 

・ 以上により、増大した業務量に効率よく対応しており、優

れた実施状況にあるものと認められる。 
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（自動車等審査組織） 

 基準の強化、新技術の導入

等に対応しつつ自動車等の

審査を機動的かつ効率的に

実施するため、スタッフ制の

組織とし、必要に応じ審査の

専門分野ごとにグループを

編成する。 

 なお、組織運営の一層の効

率化の観点から、基準の新設

等による本来業務の量的拡

大、新規業務の追加等に応じ

適宜柔軟にグループの再編

を行う。 

（自動車等審査組織） 

審査運営会議において、審

査業務の企画検討を行うとと

もに業務の目標を定め、これ

に基づき業務を計画的に実施

し、その結果を評価する。 

基準の強化、新技術の導入

等に対応しつつ自動車等の審

査を機動的かつ効率的に実施

するため、引き続きスタッフ

制のもとに、審査の専門分野

ごとにグループを編成するこ

ととし、組織運営の一層の効

率化の観点から、基準の新設

等による従来業務の量的拡

大、新規業務の追加等に応じ

適宜柔軟にグループの改編を

行う。 

特に、平成１７年度は、オ

フセット衝突時の乗員保護、

側方照射灯、衝撃吸収式かじ

取装置、再帰性反射材、盗難

防止装置、シートベルト、二

輪車灯火器取付、ステアリン

グ装置、放電灯前照灯、放電

灯用光源についての新基準や

装置型式指定審査が追加され

る予定であることから、新規

業務を担当するグループを明

確にして実施する。 

また、試験業務において、

自動車試験場に常駐する職員

の機能強化を図り、より効率

的な組織運営を行う。 

 

 

４ 

 

・ 審査運営会議を毎週開催して、グループ間の連絡を密にす

るとともに、業務課題を整理し、審査業務の重要事項につい

て、基本方針や具体的実施計画を検討した。また同会議では、

予算の適正配分、自動車試験場の体制強化、職員研修の強化

方針、審査職員の業績評価方法の試行、自動車審査部セミナ

ーの定期的開催を決定する等の成果を得て、審査業務の効率

化を実現している。 

・ 平成１７年度に行われた新基準の導入や装置型式指定審査

の追加に対して、担当するスタッフ（グループ）を明確にし、

新規・追加項目に対する審査方法の検討、試験施設の整備、

職員の審査能力向上のための研修等を実施することにより、

確実な審査業務のための体制整備を図っている。 

・ また、柔軟なグループ改編の一環として、本所の自動車審

査部から自動車試験場に１名を異動させ、自動車試験場の機

能強化と分担増加を図った。これにより、調布本所から審査

職員の出張回数が、前年度の実績の１割に相当する約６０回

が削減されたとの試算となり経費削減の成果となっている。

・ 以上により、増大した業務量に効率よく対応しており、優

れた実施状況にあるものと認められる。 

 

再編した組織の整合性につきいずれ基本的

なレビューが必要になるであろう。 

組織の再編については研究組織も含め、所

をあげた対応が望まれる。 
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（２）人材活用 

 任期付任用の普及、横断的

研究グループの活用、研究費

の競争的配分等の競争的研

究環境の形成等を通じて、人

材の活用に努める。 

有能な外部人材の登用及び

競争的な研究環境の形成と研

究の重点化を通じ、研究活動

の活性化等を推進するため、

昨年に引き続き、２名以上の

任期付又は公募職員の採用、

横断的研究グループの編成等

により、人材活用に努める。

また、常勤職員数について

制約がある中で、「次世代低公

害車開発・実用化促進事業」

等の大規模プロジェクトをは

じめとした研究ニーズに機動

的かつ柔軟に対応しつつ、研

究所の研究能力の向上を図る

ため、研究者を客員研究員又

は非常勤研究職員として受け

入れ又は採用し、一時的な業

務については人材派遣を活用

する等、所外の人材能力の有

効活用を図る。 

 

４ ・ 変化の激しい社会ニーズへの迅速な対応を、研究活動のさ

らなる活性化によって達成するため、エンジン燃焼及び排気

成分分析等の専門家として２名の任期付研究職員を、また、

ドライバー心理、電子機器、衝突安全等で実績のある３名の

公募職員を雇用している。 

・ 人材の有効活用の観点から、領域横断研究グループを積極

的に作り、11件の研究課題を推進している。 

・ 更にＯＪＴのもと研究者一人ひとりの業務遂行能力、協調

能力の向上に努めた結果、交通機関の安全確保、環境の保全

に関して国から要請された研究調査委託業務４５課題（計１

７億４９０６万円を実施することができている。 

（常勤研究職員一人当たり１．０課題４０６７万円） 

・ ７名の客員研究員を招聘し、また、１１名の非常勤研究職

員を採用したことにより、「次世代低公害車開発プロジェク

ト」等の大規模な国受託プロジェクトをはじめとした研究ニ

ーズに機動的かつ柔軟に対応できている。 

・ 正規職員の不足を補うため、実験やデータ整理、研究事務

の補助を行う２５名の派遣職員を活用したことにより、国か

らの数多くの委託業務を期限内に実施できている。 

・ 以上により、増大した業務量に対応しており、優れた実施

状況にあるものと認められる。 

 

 

（３）業務の効率化 

 施設の営繕等についての

外部委託、経理事務等業務の

電子化、ペーパーレス化を進

めること等、業務処理の方法

を工夫し効率化を行う。特に

一般管理費（人件費、公租公

課等の所要額計上を必要と

する経費を除く）について中

期目標期間中に見込まれる

当該経費総額（初年度の当該

経費相当額に５を乗じた

額。）を２％程度抑制する。

以下を行うこと等により、

管理・間接業務についての経

費増を抑制する。 

・ 旅費事務等について、ア

ウトソーシング化を進める

ための検討を行うととも

に、内部業務の事務処理の

合理化等業務の改善を引き

続き行う。 

・ 管理・企画部門の執務環

境においても、さらなる改

善を進めることにより一層

の業務の効率化を図る。 

・ また、研究予算について

は、研究課題毎に研究費以

 

３ 

施設の営繕等の外部委託化、経理事務等業務の電子化（会計

システムの導入、グループウェアの導入による所内連携強化）、

ペーパーレス化を推進し、契約事務の改善による早期処理を図

り、一般管理費の抑制目標１％に対して、約３％の抑制を実現

しており、着実な実施状況にあるものと認められる。 
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外に人件費も含めたコスト

を捉え、事前研究評価の際

に検討する。 

・ これらの業務改善を実施

することにより、特に、平

成１７年度の一般管理費

(人件費、公租公課等の所要

額計上を必要とする経費を

除く)については、平成１６

年度の当該経費総額に対し

て１％程度抑制する。 

２．国民に提供するサービス

その他の業務の質の向上

に関する目標を達成する

ためにとるべき措置 

（１）中期目標の期間中に実

施する研究 

 運輸技術のうち陸上運送

及び航空運送に係るものに

関する試験、調査、研究及び

開発等を行うことにより陸

上運送及び航空運送に関す

る安全の確保、環境の保全及

び燃料資源の有効な利用の

確保を図るという研究所の

目的を踏まえて、中期目標に

示された重点研究領域につ

いて重点的に研究等を実施

する。 

具体的には、中期目標期間

中に各重点研究領域に係る

研究を特定研究及び経常研

究により実施することとす

る。また、個別の研究内容の

決定・実施に当たっては研究

評価制度を設けて、これによ

る事前及び事後評価を適切

・  中期目標及び中期計画に

示された重点研究領域にお

いて、年度計画に列記した

研究テーマを中心に特別研

究及び経常研究として実

施。 

〈重点研究領域〉 

①事故の原因究明 

②事故防止策の究明 

③被害軽減策の究明 

④地域環境の改善 

⑤地球環境の保全 

⑥エネルギー資源の節約及

び多様化 

⑦都市交通システムの機能

向上 

⑧交通インフラの機能向

上・有効活用 

・  研究計画の策定にあたっ

ては、効果的・効率的に研

究を推進する観点から、研

究企画会議において個別
の研究内容の内部評価を行

う。 

・  より公正な研究評価を実

施するため、研究評価委員

 

 

 

 

４ 

・ ８つの重点研究領域において、32件の研究テーマを特別研

究及び経常研究として実施し、技術基準策定、測定法の確立、

安全性評価、環境対策等に結びつく課題を実施しそれぞれに具

体的な成果をあげている。 

・ 研究企画会議においては各提案課題が社会ニーズ及び研究所

の使命に対応したものであって、それに応える成果が期待でき

ること、研究が効果的・効率的に進められる計画であること等

を事前に評価して課題を選定できており、また、より客観的な

研究評価を実施するため、外部評価委員会を開催し、事前、事

後の評価を行った。結果を研究所ホームページで公表し、透明

性を確保している。 

・ 重点化する研究課題の選定では、取り組むべき研究分野を戦

略的、計画的に具体化した「重点研究計画」と整合させている

・ 研究の重点化を徹底させるため、交付金研究費総額の100%

を競争的に研究課題に配算している。 

・ 研究課題の選定や研究結果の評価のため、研究に要した費用

に対する成果の定量的評価手法を示し、これに基づいて評価を

運用により、研究者にコスト意識が醸成されている。 

・ 以上により、増大した業務量に効果的に対応しており、優れ

た実施状況にあるものと認められる。 

 

業務に追われ、現場発案の計画を企画会議

で修正するという形態に見られるが、業務に

追われる状況を整理する強い意図とリーダー

シップが求められる。 
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に実施する。 

① 事故の原因究明 
・ 陸上運送に係る事故発生

のメカニズムの解明 

② 事故防止策の究明 
・ 陸上運送及び航空運送に

係る事故の有効な防止策

の究明 

③被害軽減策の究明 

・ 自動車（原動機付自転車

を含む。以下同じ。）の衝

突事故時の乗員等の被害

軽減 

④地域環境の改善 

・ 自動車の有害排出ガス並

びに陸上運送に係る騒

音・振動の低減 

⑤地球環境の保全 

・ 自動車からの温室効果ガ

スの排出の低減 

⑥エネルギー資源の節約及

び多様化 

・ 自動車の燃料消費量の低

減及び化石燃料以外のエ

ネルギー源の実用化 

⑦都市交通システムの機能

向上 

・ 鉄道（軌道及び索道を含

む。以下同じ。）の高度化、

各輸送モードの連携向上 

⑧交通インフラの機能向

上・有効活用 

・ 陸上運送及び航空運送に

係る輸送密度の高度化 

なお、これら８領域の研究

業務の実施に当たっては、情

報技術、新素材、センサー等

会による外部評価を行う。

・ 個別の研究の選定にあた

り、「重点研究計画」との整

合性を、重要な評価の視点

とする。 

・  研究課題毎の事前評価を

踏まえ経常研究費総額の１

００％を競争的に配分す

る。 

・  研究ニーズの実態に即し

て研究の一層の重点化を進

め、経常研究による課題数

を平成１６年度に比べ更に

削減して研究体制、施設等

の整備を検討するととも

に、研究費に対する成果を

定量的に評価する手法を構

築する。 
 



 

 - 6 -

の新技術の活用、人体特性及

び人間の行動様式に関する

人間工学的見地からの研究

といった横断的な研究にも

重点をおく。また、急速に発

展し得る領域へは、機動性を

もって的確に対応する。 

なっている各重点研究領

域に係る研究を特定研究及

び経常研究により実施する。

また、研究内容の決定・実施

に当たっては研究評価制度

を設けて、事前及び事後評価

を適切に実施する。 

 

（２）重点研究領域における

研究の推進 

 

中期目標に示された重点

研究領域に財的資源を重点

的に投入すること等により、

重点研究領域における研究

を推進する。具体的には、基

礎的研究にも配慮しつつ、中

期目標期間中に重点研究領

域に運営費交付金から配分

される研究費について研究

費総額に対する配分比率を

80%以上とする。 

また、社会ニーズに沿った

研究分野のポテンシャルを

向上させること等により、外

部からの競争的資金（科学技

術振興調整費、地球環境研究

総合推進費等）を積極的に獲

得し、重点研究領域等におけ

る研究を推進する。具体的に

・  重点研究領域に運営費交

付金から配分される研究費

の研究費総額に対する配分

比率を８０％以上とし、重

点研究領域における研究を

推進。 

・  年度計画に列記した基礎

的研究についても実施。 

・  社会ニーズに沿った研究

分野のポテンシャルを向上

させること等により、外部

からの競争的資金を積極的

に獲得し、重点研究領域等

における研究を推進。 

・  具体的には、重点研究領

域において獲得した競争的

資金が競争的資金獲得総額

に占める割合を８０％以上

とする。 

 

４ 

・ 運営費交付金から配分される研究費における重点研究領域

への配分比率が92.1%となり、重点研究領域における研究が

更に推進されている。また、１件の基礎的研究も実施されて

いる。 

・ 外部からの競争的資金として９課題を獲得しており、平成

17年10月の総合科学技術会議資料によれば、当所は34あ

る研究所型独法のなかで所員一人あたりの獲得金額が 6位、

運営費交付金1億円あたり獲得金額が3位と報告されている

ことから、高い提案力を持つ研究所であることが示されてい

る。また、平成17年度も同等のレベルで推移している。 

・ 受託等の多忙な業務の中で、これら競争的研究課題を実施

するため、産学官連携の中核的役割を担っている。 

・ 競争的資金の獲得総額に対する重点研究領域における獲得

額の割合の実績値は１００％であり、目標を完全に達成して

いる。 

・ 以上により、重点研究領域における、特に社会ニーズに沿

った課題に対応することができており、優れた実施状況にあ

るものと認められる 
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は、中期目標期間中に重点研

究領域において獲得した競

争的資金について獲得した

競争的資金総額に対する割

合を80%以上とする。 

（３）研究者の資質の向上 

 研究レベルの向上及び活

力ある業務運営の確保を図

るため、国内外の教育・研究

機関への留学等に努めると

共に、研究集会への参画等を

通じて研究者の資質の向上

に努める。 

以下を行うこと等により、

研究レベルの向上及び活力の

ある業務運営の確保を図ると

ともに、研究者の資質向上策

を講じる。 

・  国内外の教育・研究機関

への２人以上の留学の実

施。 

・  機械学会、電気学会、自

動車技術会等の研究集会へ

１００回以上の積極的参

画。 

・  常勤研究職員のうち学位

取得者の占める割合を２

５％以上とする。 

・  学会において座長、運営

委員等を延べ２０名以上務

め、学術の振興に努める。

 

 

４ 

行政ニーズ・社会ニーズへの対応という所としての使命を務

めていくため、１名の国内大学留学、１名の外国大学留学を実

施しており、また、機械学会、電気学会、自動車技術会等の研

究集会等への参画、常勤研究者における学位取得者の占める割

合、学会における座長、運営委員長等での参画で年度計画を上

回る対応ができており、優れた実施状況にあるものと認められ

る 

 

 

（４）研究者評価の実施 

 研究の特性に十分配慮し、

研究者の個性と創造性を伸

ばすよう、評価の手法、評価

基準等を定め、これに基づき

公正かつ透明性を確保しつ

つ研究者の評価を行う。 

なお、研究者以外の職員の

評価のためのルールについ

ても検討を行う。 

 

 

 

(4)研究者評価の実施 

・ 平成１６年度に本格実施

した研究者評価について、

引き続き実施し、その成果

について検証する。 

・ 研究職員以外の職員の評

価ルールについても、公務

員制度改革等を踏まえさら

に検討。 

 

４ 

客観的・公正な研究者個人評価が本格的に実施できており、

また、研究者以外の職員についても試行されていることから、

優れた実施状況にあるものと認められる。 
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（５）研究交流の推進 

（産学官の連携推進） 

 民間企業、公益法人、大学

等との共同研究を中期目標

期間中に延べ80件程度実施

する。 

 

(5)研究交流の推進 

（産学官の連携推進） 

・ 産学官の連携を強化し、研

究の効率的な推進を図るた

め、民間企業、大学等との共

同研究を１６件程度実施。

 

 

 

４ 

 大学、民間企業等との共同研究を 31 件実施し、その結果 6

件の特許出願を行っている。また、複数の国内／国際ワークシ

ョップについて、主催、支援・協力も行っており、優れた実施

状況にあるものと認められる。 

 

数字以外の指標がないとわかりにくい。 

（人的交流の推進） 

 国内外からの研究者、研究

生等を中期目標期間中に 10

名程度受け入れ、他の研究機

関等との人的交流を推進す

る。 

 

（人的交流の推進） 

・ 研究の効率的な推進を図る

観点から、15名以上の研究

者、研究生等を受け入れると

ともに、海外の専門家を２名

以上招聘する等により、人的

交流を推進。 

 

 

４ 

国内外の研究機関等から１７名（常勤研究員数の約40%に相

当）の研究者及び研究生を受け入れ、各国、各研究機関等にお

ける研究員の資質の向上に貢献している。また、海外の専門家

を５名招聘し意見交換等を行っており、優れた実施状況にある

ものと認められる。 

 

 

（６）国際活動の活発化 

・ 陸上運送及び航空運送に

係る国連等の国際機関に

おける基準策定等に関す

る技術的支援を行う。 

・ 外国機関との国際共同研

究、国際技術協力、国際ワ

ークショップの開催等の

活動を推進する。 

(6)国際活動の活発化 

・ 国連欧州経済委員会自動車

基準調和世界フォーラム

(UN/ECE/WP29) に 参画

し、灯火器、騒音、排出ガス

等の基準策定等に関して技

術的支援を行う。特に、同フ

ォーラムの下に設置された

１つ以上の会議において、当

研究所職員がその議長を務

める。 

・ 国際共同研究として将来の

円滑な国際基準調和を目的

とした国際研究調和プロジ

ェクト(IHRA)に係る研究を

実施する。 

・ 鉄道の電気部門に関する規

格の国際調和を図ることを

目的とした国際鉄道電気標

準会議(IEC)での規格の調和

活動に参画し、積極的に貢献

する。 

 

４ 

 

・ 国連自動車基準調和国際フォーラム(WP29)や国際研究調

和プロジェクト(IHRA)、国際電気標準会議(IEC)等の諸活動に

参加し技術的支援を行って国際基準／規格の策定に貢献して

いる。 

・ WP29の下部会議であるWWH-OBD会議では当所職員が

議長を務めている。 

・ 国際的な学会において 33 件（常勤研究職員に占める割合

75%）の研究発表を行ったほか、13 件の組織委員、オーガ

ナイザを務め、いずれも計画を上回っている。 

・ 以上により、優れた実施状況にあるものと認められる。 

 

国際活動の活発化は、世界的に見た同種の

研究機関とのベンチマーキングに重点を移す

べきではないか。 

 

「科学技術創造立国」を標榜する日本にと

って、標準を作成し得る力はこれからますま

す重要になるので、この分野でも抜きんでた

存在であるよう一層研鑽していただきたい。 
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・ 国際的な学会等において

30 件以上の研究発表を行

うとともに、学会等の研究集

会の組織委員、オーガナイザ

を延べ10名以上勤める。

（７）行政・民間等の外部か

らの受託研究、受託試験の

実施 

 

・ 研究所の技術・能力を活

用し広く国民一般の利便

に資するため、民間等の外

部からの受託研究、受託試

験等の実施に努める。 

・ 特異又は重大な事故等、

陸上運送及び航空運送に

係る行政当局が緊急又は

社会的に重要と判断した

事項に係る受託研究、受託

試験等については、必要に

応じて特別チームを編成

する等により、適切に対応

するよう努める。 

 

・ 研究所の技術・能力を活用

し広く国民一般の利便に資

するため、行政、民間等外部

からの受託研究、受託試験等

の実施に努める。 

・ 国土交通省から受託する次

世代低公害車開発・実用化促

進事業、燃料電池自動車実用

化促進プロジェクト、バイオ

マス燃料対応自動車開発促

進事業、リコール原因につい

ての調査・分析等の大規模な

受託研究については、産学官

の連携をとりつつ、プロジェ

クトの中核的研究機関とし

て効果的推進に努める。 

・ 次世代低公害車開発・実用

化促進事業、燃料電池自動車

実用化促進プロジェクト、及

びリコール原因についての

調査・分析をはじめとする組

織横断的な新たな受託研究

ニーズについては、必要に応

じて特別チームを編成する

等により、有機的、効果的に

対応するよう努める。 

 

 

5 

・ 平成１７年１０月の総合科学技術会議資料によれば、当所

は 34 の研究所型独法の中で所員一人あたりの受託研究費が

２位、運営費交付金１億円あたり受託研究費が１位とされ、

その多くが国受託であることから、社会ニーズ・行政ニーズ

に対する積極的な取り組みに務めていることが外部から評価

されている。また、平成 17 年度においても同等のレベルで

推移している。 

・ 行政、民間等外部から 89 件、19 億 9200 万円（うち民

間分44件、2億4300万円）にのぼる研究、試験を受託し、

国土交通省や環境省における安全、環境行政に係る政策方針

の決定、基準の策定に貢献している。 

・ 次世代大型低公害車開発促進プロジェクト、燃料電池バス

実用化促進プロジェクトといった国の大型プロジェクトを受

託し、中核的研究機関として大学、メーカーと連携して取り

組み、高い評価の成果をあげることができている。 

・ ＪＲ西日本の福知山線事故を受けて、専門家としての知見

を広く社会に示すとともに、これを受けた技術基準改正のた

めの検討に参画するとともに、運転状況記録装置の具体的仕

様案を策定して国の施策実施に貢献している。 

・ 民間企業からも排出ガスの計測技術、鉄道台車技術等に関

連した試験調査など当研究所でなければ困難な多くの依託調

査を受け、社会に貢献している。 

・ 社会問題化したリコール不正問題や増加するリコール届出

事案に対して、当研究所が専門的立場から効果的な調査・検

証を行うため、リコール調査員３名を新たに追加採用して調

査業務の実施体制を強化し、リコールの疑いのある案件を

369件抽出し、そのうち21件をリコールに該当する案件と

して、国土交通省に通知し、事故の低減に貢献するなど国の

リコール行政に直接的に貢献できている。 

・ 以上により、増大する喫緊の行政ニーズ・社会ニーズに対

応できており、特筆すべき優れた実施状況にあるものと認め

られる。 
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（８）研究所所有の施設・設

備の外部による活用 

 

・ 研究所所有の施設・設備

を有効活用するため、業務

に支障の生じない範囲で

施設・設備を貸与する等に

より外部による活用に努

める。 

 

・ 研究所所有の施設・設備を

有効利用するため、業務に支

障の生じない範囲で施設・設

備を貸与する等により外部

による活用に努める。 

 

３ 

・ 国や民間からの受託試験において研究所の施設・設備を有

効活用するとともに、業務に支障が生じない範囲で施設・設

備を貸与する等により外部による有効活用に努めており、

外部による施設利用を行いやすくするため、ホームページに

貸出施設等の情報を掲載し有効活用促進にも努めている。 

・ また当研究所にしかない大型排出ガス試験設備などについ

ては、国の大型プロジェクトの受託研究などにおいて多目的

に活用し高い稼働率を実現している。 

・ 以上により着実な実施状況にあるものと認められる。 

 

 

（９）成果の普及、活用促進

 

・ 研究成果を普及するた

め、研究発表会を毎年１回

開催するとともに、研究報

告を始めとする各種文献

の出版、データベースの整

備、インターネットによる

情報提供等を推進する。ま

た、研究所の活動について

広く国民の理解を得るた

め、研究所の一般公開日を

毎年１回以上設ける。 

・ 関係学会等での論文及び

口頭発表を中期目標の期

間中に 480 件程度行う。

そのほか、研究成果による

得られた知見を生かし、行

政庁の審議会等に専門家

として参画すること等に

より社会的貢献に努める。

・ 研究者の意欲向上を図る

ため、特許、プログラム著

作権等の取扱いに係るル

ールの見直しを行うとと

もに、その管理のあり方に

ついても見直しを行い、そ

以下を行うこと等により、研

究成果の普及等に努める。 

・ 研究発表会の実施（１７年

度中２回。うち１回は研究所

外で開催）。 

・ 研究所の一般公開の実施

（１７年４月）。 

・ 研究所報告（２回）、年報

（１回）等の出版 

・ 研究所ホームページについ

て一層の改善を図り、インタ

ーネットによる情報提供を

拡充。 

・ 機械学会、電気学会、自動

車技術会等の関係学会等で

の論文及び口頭発表を１１

０件程度行う。 

・ 国土交通省の検討会等に専

門家として積極的に参画し、

社会的貢献に努める。 

・ 保有する特許について、ホ

ームページへの掲載等によ

る公表の推進や特許流通デ

ータベースの活用等を図る

ことにより、特許利用の促進

に努める。 

・ ２件程度の特許等の工業所

 

４ 

・ 当所の研究成果が、中央環境審議会答申案（自動車排出ガ

ス規制関係、自動車騒音規制関係）や、世界初となる重量車

に対する燃費目標等に反映され、また、国際会議等での基準、

規格策定の提案に活用されたほか、鉄道の運転状況記録装置

の基準策定に活用されるなど、行政に貢献している。 

・ 特に自動車に係る安全・環境基準の策定などに資する研究

など当所の基本的ミッションであり、研究の重点化もここに

焦点を当てて実施している。この結果として、平成 17 年度

においては基準策定に 55 件の貢献をし、研究者一人あたり

の基準作成貢献件数は極めて高いものとなっている。 

・ 所外で実施した講演会を含む２回の研究発表会の開催、一

般公開の実施、研究所報告・年報等の出版物の刊行、ホーム

ページを通じた研究成果の広報・普及等を進めている。 

・ 学会やシンポジウムにおいて、193件の論文及び口頭発表

を実施したほか、国土交通省等の検討会に延べ 94 件、198

名の職員が参画している。 

・ 11件の特許を出願し、2件の特許権を取得している。 

・ 学会等が主催するシンポジウム等において 32 件の講師を

務めている。 

・ 以上により、国の喫緊の施策への貢献も含めて研究成果の

普及・活用ができており、優れた実施状況にあるものと認め

られる。 

 

目標が形式的な印象がぬぐえない。回数や

数値を超えて、普及にインパクトのある活動

に集中するという工夫も考えられないか。 
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の活用を促進する。具体的

には、中期目標の期間中に

特許等の工業所有権出願

を10件程度行う。 

 

有権出願の実施。 

・ 学会、協会等の主催するシ

ンポジウム等において５件

以上の講師を務める。 

（１０）自動車等の審査業務

 

・ 自動車等の保安基準適合

性の審査を確実に実施す

るため、施設の維持管理、

職員の研修等により適切

な審査体制を保持する。 

・ 基準の制定、改正等に対

しては、必要に応じて施設

の新設、回収、職員の研修

を実施する等の措置によ

り、審査体制の整備を行

う。 

 

(10) 自動車等の審査業務 

・ 自動車等の保安基準の適

合性の審査を公正・中立な

立場から、合否判定等の審

査業務を確実に実施するた

めの体制を整備する。 

 

・ 燃料電池自動車や先進安

全自動車(ASV)等の大臣

認定者については、研究領

域と連携を図って審査を行

うなど、先進技術への対応

を強化する。 

 

・ 審査の重点化・合理化と

、申請者に対するサービス

向上を図るため、試験業務

の合理化などの審査方法の

改善、審査期間短縮の適用

範囲の拡大、電子申請の有

効活用に向けた検討と体制

整備、装置型式指定の取得

支援のための新たな運用の

対象の拡大等を実施する。

 

（施設整備、維持管理） 

・ 第二排出ガス審査棟のシ

ャシダイナモメータを

4WDシャシダイナモメー

タに更新 

・ 騒音試験路（ISO路面）

の改修 

・ 排出ガス試験施設、衝突

 

４ 

・ 研究領域の研究者と連携して審査することにより、燃料電
池自動車やASV等の高度な技術を用いた自動車について
も、確実に対応している。 
・ 審査施設の拡充・強化に努め、１７年度は、世界最高水準
の４ＷＤシャシダイナモメータ等を導入している。 
・ 職員の技能向上についても、これまでに引き続き研修を適
切に行うとともに、フォークリフト運転技能講習や自動車審
査部セミナーの実施といった新たな取り組みを行う等によ
り、審査のための体制を整備している。 
・ 実際の審査においても、車両の全型式申請件数の約５％に
当たる３１件の不具合を指摘するとともに、リコールに係る
不正行為に関連し、当該メーカーに係る２４件の申請につい
て厳格な審査を実施する等、確実な審査を継続的に実施して
いる。 

・ 審査の効率化や申請者に対するサービス向上のため、二輪
車の寸法測定を効率化して申請者の負担を減らすとともに、
審査部net に自動車の最新の基準を使いやすい形で掲載する
等を推進している。 

・ 以上により、増大する業務量や先進的な技術に対しても対

応できており、優れた実施状況にあるものと認められる。 
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試験施設等について定期点

検実施 

・ 電子申請に関する業務効

率化のための機器の整備 

・ 審査部net（申請者と審

査部を結ぶ電子情報システ

ム）の情報の充実 

・ 過去の自動車審査書類の

電子ファイル化 等 

 

（職員の研修） 

・ 新基準等に関する職員研

修を１回以上実施 

・ 新規に配属された職員に

対する研修を対象職員毎に

１回実施 

・ 審査の専門グループ毎に

職員研修を１回以上実施す

る。 

 

（関係機関との連携） 

・ 国土交通省等の国内外の

関係機関と試験方法の打合

せを行う等連携を図る。 

３．予算（人件費の見積もり

を含む。）、収支計画及び資

金計画 

（１）予算 

３．予算（人件費の見積もり

を含む。）、収支計画及び資

金計画 

(1)予算 

 

３ 

年度予算実施計画書によれば、適正な執行状況にあり、中期

目標の達成に向けて着実な実施状況にある。 

 

 

（２）支出計画 (2)支出計画  

３ 

損益計算書によれば、中期目標の達成に向けて着実な実施状

況にある。 

 

 

（３）資金計画 (3)資金計画  

３ 
キャッシュ・フロー計算書によれば、中期目標の達成に向け

着実な実施状況にある。 

 

 

４．短期借入金の限度額 

 予見し難い事故等の事由

に限り、資金不足となる場合

・４００百万円（一般勘定、

審査勘定それぞれ２００百

万円） 

－ 特になし  
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における短期借入金の限度

額は、400百万円とする。（た

だし、一般勘定、審査勘定そ

れぞれ200百万円とする。）

５．重要な財産を譲渡し、又

は担保にする計画 

 

５．重要な財産を譲渡し、又

は担保にする計画 
－ 特になし  

６．剰余金の使途 

・研究費への繰り入れ 

・海外交流事業（招へい、ワ

ークショップ、国際会議等）

の実施 

・広報活動の実施 

・施設・設備の整備 

 

 

６．剰余金の使途 

 ・研究費への繰り入れ 

 ・海外交流事業（招へい、

ワークショップ、国際会

議等）の実施 

・広報活動の実施 

・施設、設備の整備 

－ 特になし  

７．その他主務省令で定める

業務運営に関する重要事項 

（１）施設及び設備に関する

計画 

（一般勘定） 

管理施設整備費 

構内給水・井水管改修工事

自動車等研究施設整備費 

 大型自動車排気実験棟新

設等 

 ＨＭＩ実験棟新設等 

（審査勘定） 

自動車審査施設整備費 

 試験場第２地区第１審査

棟新設等 

 試験場第２地区第２審査

棟新設等 

７．その他主務省令で定める

業務運営に関する重要事項

(1)施設・設備に関する計画 

・一般勘定 

 先進型ドライビングシミュ

レータ施設整備 

 

・審査勘定 

自動車等審査施設整備費  

騒音試験路改修（試験場）

４ＷＤシャシダイナモメー

タ新設（試験場） 

 

４ 
 研究や審査に係る試験施設として、世界最高水準の性能を持

つ設備を研究所に整備している。また、設備の仕様決定を行う

にあたって、研究の成果、知見を十分活用している。 

・ 従来、再現できなかった、急ブレーキ、急ハンドル等の緊

急時運転状態を模擬可能な車両＋６軸モーション装置に加え

て、全体をリニアモータにより約 10m 並進移動させる構造

を組み合わせた国内でも最先端、最高水準のドライビングシ

ミュレータ施設を整備している。 

・ 騒音試験路改修工事を実施し、また、当所の研究領域が中

心となって得られた成果を踏まえ実用化された 4WD シャシ

ダイナモメータを世界に先駆けて設置している。 

・ 以上により、優れた実施状況にあるものと認められる。 
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（２）人事に関する計画 

①方針 

・ 中期目標の期間中に従来

業務の量的拡大、新規業務

の追加により増員が必要

となる場合にも、業務運営

の効率化、定型的事務の外

部委託化の推進などによ

り計画的削減を行い人員

を抑制する。 

業務の量的拡大等、増員が

必要な場合にも、業務の効率

化、業務の外部委託化の推進

などにより人員を抑制する。

 

 

 

４ 

業務の量的・質的拡大等増員が必要な場合にも、業務の効率

化、契約研究職員の活用、事務の外部委託化の推進により人員

を抑制しつつ、業務を行うことで社会に貢献している。具体的

には、研究内容に応じて高度な専門性を持つ７名の客員研究員、

１１名の契約研究職員、２５名の技術補助員を採用し、質の高

い研究を行うため、適材を採用して適所に配置することにより

常勤研究職員とのチームワークにより、迅速かつ効率的に業務

を行い、社会ニーズや行政ニーズに貢献しており、優れた実施

状況にあるものと認められる。 

 

外部研究員の能力の活用が研究員の使い捨

て、特に若手研究員の身分の不安定に直接つ

ながらないよう、同研究所としてではなく、

よい広い行政の視点からの工夫が必要ではな

いか。 

②人員に関する指標 

期末の常勤職員数を期初

の９７％程度とする。 

 年度末の常勤職員数を年度

当初の９８％程度とする。 
 

３ 

 年度末の常勤職員数を年度当初の９８％とし、着実な実施状

況にあるものと認められる。 

 

 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 
５点：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 
４点：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 
３点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 
２点：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 
１点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認めらない。 

・５点をつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 
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総合的な評定 
 
 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 

 
極めて順調 順 調 概ね順調 要努力 評定理由 

○    
 各項目の合計点数＝ 79 

 項目数（ ２１ ）Ｘ３＝ ６３ 

 下記公式＝ １２５ ％ 

＜記入要領＞ 
・個別項目の認定結果をもとに、以下の判断基準により、それぞれの欄に○を記入する。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１２０％以上である場合には、「極めて順調」とする。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１００％以上１２０％未満である場合には、「順調」とする。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％以上１００％未満である場合には、「概ね順調」とする。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％未満である場合には、「要努力」とする。 

・但し、評価の境界値に近接している場合であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位又は下位のランクに評価を

変更すべき特段の事情がある場合には、理由を明記した上で変更することができる。 

 
 

総 合 評 価 
 

（法人の業務実績） 

 
・業務運営の効率化を進めるとともに、極めて社会的あるいは行政ニーズの高い受託研究を多数行い、そ

の成果が国の規制などの技術的裏づけとして活用されていることは高く評価される。 
 
・中期目標期間の最終年として着実に進行中である。また次期中期についても新しい課題を示唆している

ことは評価できる。 
 
 
 
（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

 

新技術に対する審査業務には、研究業務との連携が図られ、一定の成果が得られたことは評価に値する。

一方、膨大な件数のルーチン的な審査業務の体制整備のあり方については引き続き検討を要する。 

 

 

 

 

（その他推奨事例等） 

 

 

 

 

 

 

 

 


